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新旧対照表 

○医療法施行細則 

新 旧 

別記第33号様式（第28条関係） 別記第33号様式（第28条関係） 

  

法人番号：       

年  月  日  

   北海道知事 様 

主たる事務所の所在地          

  法人名                 

理事長（代表理事）        ○印   

電話番号                

 

定款（寄附行為）変更認可申請書 

 

  定款（寄附行為）を変更したいので、医療法第54条の９第３項（医療法第70条の18第

１項において読み替えて準用する同法第54条の９第３項）の規定により申請します。 

 添付書類 

１ 定款又は寄附行為の変更内容（新旧対照表を添付すること。）及びその事由を記載し

た書類 

２ 定款又は寄附行為に定められた変更に関する手続を経たことを証する書類 

(１) 社団の医療法人（地域医療連携推進法人）にあっては、社員総会の議事録 

(２) 財団の医療法人にあっては、理事会（評議員会）の議事録 

３ 定款又は寄附行為の変更が当該医療法人（地域医療連携推進法人）が新たに病院、

診療所又は介護老人保健施設を開設しようとする場合に係るものであるときは、次の

書類を添付すること。 

(１) 当該医療法人（地域医療連携推進法人）の開設しようとする病院、診療所又は

介護老人保健施設の診療科目、従業員の定員並びに敷地及び建物の構造設備の概要

を記載した書類 

(２) 開設しようとする病院、診療所又は介護老人保健施設の管理者となるべき者の

医師法第16条の４第２項の臨床研修修了登録証（当該者が医療法等の一部を改正す

る法律（平成12年法律第141号）附則第８条の規定により医師法第16条の４第１項の

登録を受けた者とみなされた者であるときは医師免許証）又は歯科医師法第16条の

４第２項の臨床研修修了登録証（当該者が医療法等の一部を改正する法律附則第11

条の規定により歯科医師法第16条の４第１項の登録を受けた者とみなされた者であ

るときは、歯科医師免許証）の写し 

法人番号：       

年  月  日   

   北海道知事 様 

主たる事務所の所在地            

医療法人                  

理事長               ○印    

電話番号                  

 

定款（寄附行為）変更認可申請書 

 

  定款（寄附行為）を変更したいので、医療法第54条の９第３項の規定により申請しま

す。 

 添付書類 

１ 定款又は寄附行為の変更内容（新旧対照表を添付すること。）及びその事由を記載し

た書類 

２ 定款又は寄附行為に定められた変更に関する手続を経たことを証する書類 

(１) 社団の医療法人にあっては、社員総会の議事録 

(２) 財団の医療法人にあっては、理事会（評議員会）の議事録 

３ 定款又は寄附行為の変更が当該医療法人が新たに病院、診療所又は介護老人保健施

設を開設しようとする場合に係るものであるときは、次の書類を添付すること。 

(１) 当該医療法人の開設しようとする病院、診療所又は介護老人保健施設の診療科

目、従業員の定員並びに敷地及び建物の構造設備の概要を記載した書類 

(２) 開設しようとする病院、診療所又は介護老人保健施設の管理者となるべき者の

医師法第16条の４第２項の臨床研修修了登録証（当該者が医療法等の一部を改正す

る法律（平成12年法律第141号）附則第８条の規定により医師法第16条の４第１項の

登録を受けた者とみなされた者であるときは医師免許証）又は歯科医師法第16条の

４第２項の臨床研修修了登録証（当該者が医療法等の一部を改正する法律附則第11

条の規定により歯科医師法第16条の４第１項の登録を受けた者とみなされた者であ

るときは、歯科医師免許証）の写し 

４ 定款又は寄附行為の変更が当該医療法人が法第42条各号に掲げる業務を行う場合に

係るものであるときは、当該業務に係る施設の職員、敷地及び建物の構造設備の概要

並びに運営方法を記載した書類を添付すること。 
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４ 定款又は寄附行為の変更が当該医療法人が法第42条各号に掲げる業務を行う場合に

係るものであるときは、当該業務に係る施設の職員、敷地及び建物の構造設備の概要

並びに運営方法を記載した書類を添付すること。 

５ 定款又は寄附行為の変更が社会医療法人である医療法人が法第42条の２第１項の収

益業務を行う場合に係るものであるときは、収益業務の概要及び運営方法を記載した

書類を添付すること。 

６ 定款の変更が当該地域医療連携推進法人が新たに第１種社会福祉事業に係る施設を

開設しようとする場合に係るものであるときは、当該施設の従業者の定員並びに敷地

及び建物の構造設備の概要を記載した書類及び当該施設の管理者となるべき者の氏名

を記載した書面を添付すること。 

７ ３から６までのいずれかに該当する場合は、次の書類を添付すること。 

(１) 定款又は寄附行為変更後２年間の事業計画及びこれに伴う予算書 

(２) 新たに基金の拠出又は寄附を受ける場合、その契約書又は申込書の写し並びに

登記事項証明書及びその評価額を証明する書類（当該拠出又は寄附を受ける財産が

不動産であるときに限る。） 

(３) 土地、建物等を賃借する場合、その契約書の写しと登記事項証明書 

 備考 正本１部、副本２部を提出すること。 

 注 １ 事業計画は新たな事業の発足に要する土地、建物、機械器具、備品及び医薬品

等の調達方法、当面の運転資金について、新たに開設する施設のほか、法人全体

の資産との関連についての計画又は経営の見通しをできる限り詳細に記載するこ

と。 

   ２ 変更予算書は、現行、変更後、増減に分けること。 

５ 定款又は寄附行為の変更が社会医療法人である医療法人が法第42条の２第１項の収

益業務を行う場合に係るものであるときは、収益業務の概要及び運営方法を記載した

書類を添付すること。 

６ ３から５までのいずれかに該当する場合は、次の書類を添付すること。 

(１) 定款又は寄附行為変更後２年間の事業計画及びこれに伴う予算書 

(２) 新たに基金の拠出又は寄附を受ける場合、その契約書又は申込書の写し並びに

登記事項証明書及びその評価額を証明する書類（当該拠出又は寄附を受ける財産が

不動産であるときに限る。） 

(３) 土地、建物等を賃借する場合、その契約書の写しと登記事項証明書 

 備考 正本１部、副本２部を提出すること。 

 注 １ 事業計画は新たな事業の発足に要する土地、建物、機械器具、備品及び医薬品

等の調達方法、当面の運転資金について、新たに開設する施設のほか、法人全体

の資産との関連についての計画又は経営の見通しをできる限り詳細に記載するこ

と。 

   ２ 変更予算書は、現行、変更後、増減に分けること。 
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新 旧 

別記第34号様式（第29条関係） 別記第34号様式（第29条関係） 

 

 

法人番号：       

年  月  日  

   北海道知事 様 

主たる事務所の所在地          

  法人名                 

理事長（代表理事）        ○印   

電話番号                

 

定 款 （ 寄 附 行 為 ） 変 更 届                

 

  定款（寄附行為）を変更したので、医療法第54条の９第５項（医療法第70条の18第１

項において読み替えて準用する同法第54条の９第５項）の規定により、次のとおり届け

出ます。 

記 

新     条     文 旧     条     文 

  

 添付書類 定款又は寄附行為 

 備考 正本１部、副本１部を提出すること。 

  

法人番号：       

年  月  日   

   北海道知事 様 

主たる事務所の所在地            

医療法人                  

理事長               ○印    

電話番号                  

 

定 款 （ 寄 附 行 為 ） 変 更 届                

 

  定款（寄附行為）を変更したので、医療法第54条の９第５項の規定により、次のとお

り届け出ます。 

記 

新     条     文 旧     条     文 

  

 添付書類 定款又は寄附行為 

 備考 正本１部、副本１部を提出すること。 
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新 旧 

別記第35号様式（第30条関係） 別記第35号様式（第30条関係） 

  

法人番号：       

年  月  日  

   北海道知事 様 

主たる事務所の所在地          

  法人名                 

理事長（代表理事）        ○印   

電話番号                

 

決 算 届                

 

      年  月  日から    年  月  日までの決算を終了したので、医

療法第52条第１項（医療法第70条の14において読み替えて準用する同法第52条第１項）

の規定により届け出ます。 

 添付書類 

１ 事業報告書 

２ 財産目録 

３ 貸借対照表 

４ 損益計算書 

５ 関係事業者との取引の状況に関する報告書 

６ 監事の監査報告書 

７ 社会医療法人の場合は、法第42条の２第１項第１号から第６号までの要件に該当す

る旨を説明する書類 

８ 社会医療法人債を発行した医療法人の場合は、次に掲げる書類（ただし、(４)及び

(５)は社会医療法人に限る。） 

(１) 純資産変動計算書 

(２) キャッシュ・フロー計算書 

(３) 附属明細表 

(４) 公認会計士又は監査法人の監査報告書 

(５) 法第42条の２第１項第１号から第６号までの要件に該当する旨を説明する書類 

９ 地域医療連携推進法人の場合は、次に掲げる書類 

(１) 法第70条第２項第３号に規定する支援の状況に関する年度報告書 

(２) 法第78条の８第２項に規定する出資の状況に関する年度報告書 

 

 備考 正本１部、副本１部を提出すること。 

法人番号：       

年  月  日   

   北海道知事 様 

主たる事務所の所在地            

医療法人                  

理事長               ○印    

電話番号                  

 

決 算 届                

 

      年  月  日から    年  月  日までの決算を終了したので、医

療法第52条第１項の規定により届け出ます。 

 添付書類 

１ 事業報告書 

２ 財産目録 

３ 貸借対照表 

４ 損益計算書 

５ 監事の監査報告書 

６ 社会医療法人の場合は、法第42条の２第１項第１号から第６号までの要件に該当す

る旨を説明する書類 

７ 社会医療法人債を発行した医療法人の場合は、次に掲げる書類（ただし、(４)及び

(５)は社会医療法人に限る。） 

(１) 純資産変動計算書 

(２) キャッシュ・フロー計算書 

(３) 附属明細表 

(４) 公認会計士又は監査法人の監査報告書 

(５) 法第42条の２第１項第１号から第６号までの要件に該当する旨を説明する書類 

 備考 正本１部、副本１部を提出すること。 

 注 １ 貸借対照表及び損益計算書は、病院、診療所又は介護老人保健施設別のものを

提出する必要はなく、法人全体のものを提出すること。 

   ２ 提出は、毎会計年度終了後３月以内であること。 

   ３ 貸借対照表の純資産の額に変更があった場合は、登記事項（組合等登記令（昭

和39年政令第29号）別表の資産の総額）の変更の登記が必要となること。 
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 注 １ 貸借対照表及び損益計算書は、病院、診療所又は介護老人保健施設別のものを

提出する必要はなく、法人全体のものを提出すること。 

   ２ 提出は、毎会計年度終了後３月以内であること。 

   ３ 貸借対照表の純資産の額に変更があった場合は、登記事項（組合等登記令（昭

和39年政令第29号）別表の資産の総額）の変更の登記が必要となること。 
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新 旧 

別記第36号様式（第31条関係） 

 

別記第36号様式（第31条関係） 

 

法人番号：       

年  月  日  

   北海道知事 様 

 

主たる事務所の所在地          

  法人名                 

理事長（代表理事）        ○印   

電話番号                

 

医 療 法 人 解 散 認 可 申 請 書                

 

医療法第55条第１項第２号（第３号）により医療法人を解散したいので、同条第６項

（同法第70条の15において読み替えて準用する同法第55条第６項）の規定により申請し

ます。 

 添付書類 

 １ 理由書 

 ２ 法、定款又は寄附行為に定められた解散に関する手続を経たことを証する書類 

  (１) 社団の医療法人又は地域医療連携推進法人にあっては、社員総会の議事録 

  (２) 財団の医療法人にあっては、理事会（評議員会）の議事録 

 ３ 財産目録及び貸借対照表 

 ４ 残余財産の処分に関する事項を記載した書類 

 備考 正本１部、副本２部を提出すること。 

法人番号：       

年  月  日   

   北海道知事 様 

 

主たる事務所の所在地            

医療法人                  

理事長               ○印    

電話番号                  

 

医 療 法 人 解 散 認 可 申 請 書                

 

医療法第55条第１項第２号（第３号）により医療法人を解散したいので、同条第６項

の規定により申請します。 

 添付書類 

 １ 理由書 

 ２ 法、定款又は寄附行為に定められた解散に関する手続を経たことを証する書類 

  (１) 社団の医療法人にあっては、社員総会の議事録 

  (２) 財団の医療法人にあっては、理事会（評議員会）の議事録 

 ３ 財産目録及び貸借対照表 

 ４ 残余財産の処分に関する事項を記載した書類 

 備考 正本１部、副本２部を提出すること。 
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新 旧 

別記第37号様式（第31条関係） 

 

別記第37号様式（第31条関係） 

 

法人番号：       

年  月  日  

   北海道知事 様 

 

主たる事務所の所在地          

  法人名                 

清算人              ○印   

電話番号                

 

医 療 法 人 解 散 届                

 

医療法第55条第１項第１号（第１項第５号、第３項第１号）により、医療法人を解散

したので、同条第８項（同法第70条の15において読み替えて準用する同法第55条第８項）

の規定により届け出ます。 

 添付書類 

 １ 理由書 

 ２ 財産目録及び貸借対照表 

 ３ 残余財産の処分に関する事項を記載した書類 

 ４ 登記事項証明書 

 ５ 清算人の履歴書 

 ６ 清算人の就任承諾書 

 備考 正本１部、副本１部を提出すること。 

  

 

法人番号：       

年  月  日   

   北海道知事 様 

 

主たる事務所の所在地            

医療法人                  

清算人               ○印    

電話番号                  

 

医 療 法 人 解 散 届                

 

医療法第55条第１項第１号（第１項第５号、第３項第１号）により、医療法人を解散

したので、同条第８項の規定により届け出ます。 

 添付書類 

 １ 理由書 

 ２ 財産目録及び貸借対照表 

 ３ 残余財産の処分に関する事項を記載した書類 

 ４ 登記事項証明書 

 ５ 清算人の履歴書 

 ６ 清算人の就任承諾書 

 備考 正本１部、副本１部を提出すること。 
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新 旧 

別記第41号様式（第35条関係） 

 

別記第41号様式（第35条関係） 

 

 

法人番号：       

年  月  日  

   北海道知事 様 

 

主たる事務所の所在地          

  法人名                 

理事長（代表理事）        ○印   

電話番号                

 

登      記      届 

 

登記を完了したので、医療法施行令第５条の12（医療法第70条の15において読み替え

て準用する同法第56条の11）の規定により、次のとおり届け出ます。 

記 

 １ 登記事項（該当する部分に○印を付すこと。） 

  （  ）    年  月  日  第    号指令による認可事項 

  （  ）理事長変更 

  （  ）資産総額の変更 

  （  ）その他（                       ） 

 ２ 登記年月日 

       年  月  日 

  添付書類 登記事項証明書 

  備考 正本１部、副本１部を提出すること。 

  

法人番号：       

年  月  日   

   北海道知事 様 

 

主たる事務所の所在地            

医療法人                  

理事長               ○印    

電話番号                  

 

登      記      届 

 

登記を完了したので、医療法施行令第５条の12の規定により、次のとおり届け出ます。 

記 

 １ 登記事項（該当する部分に○印を付すこと。） 

  （  ）    年  月  日  第    号指令による認可事項 

  （  ）理事長変更 

  （  ）資産総額の変更 

  （  ）その他（                       ） 

 ２ 登記年月日 

       年  月  日 

  添付書類 登記事項証明書 

  備考 正本１部、副本１部を提出すること。 
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新 旧 

別記第43号様式（第35条の３関係） 

 

 

別記43号様式（第35条の３関係） 

 

 

    年  月  日  

 

北海道知事 様 

                         主たる事務所の所在地          

                         法人名                 

                         代表理事             ○印  

                         電話番号                

 

地域医療連携推進法人の代表理事の選定認可申請書 

 

代表理事を選定したいので、医療法第 70 条の 19第１項の規定により、次のとおり申請しま

す。 

記 

１ 代表理事に選定する者の住所及び氏名 

２ 選定の理由 

備考 

１ 正本１部、副本２部を提出すること。 

２ 代表理事に選定する者の履歴書を添付すること。 

病 床 転 換 予 定 届                

年  月  日   

   北海道知事 様 

住所
 〔法人であるときは、主たる

事務所の所在地 〕   

開設者                     

氏名
 〔法人であるときは、名称及

び代表者の氏名 〕 
○印
 

 医療法施行規則附則第51条（第52条第１項）の規定により、次のとおり病床の転換を

行いたいので届け出ます。 

記 

１ 病院の名称 

２ 病院の所在地 

３ 転換予定年月日     年  月  日 

４ 転換により設置を予定する施設の種類 

 （介護老人保健施設・軽費老人ホーム・その他（           ）） 

５ 病床数 

(１) 病床種別ごとの病床数 

病床種別 一般病床 療養病床 精神病床 感染症病床 結核病床 合  計 

許可病床 

床 床 床 床 床 床 

うち転換

の対象と

する病床 

 床 床   床 

(２) 各病室の病床数 

棟（階）別 病床種別 病室の名称 病床定員 転換病床 

   床 床 

     

     

     

備考 

１ 転換の対象となる精神病床は、介護保険法施行令第４条第２項に規定する病床に限

る。 

２ 転換の対象とする病床を含む病棟について記載することとし、当該病棟のすべての

病室について記載すること。 
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新 旧 

別記第44号様式（第35条の３関係） 

 

 

 

＜新設＞ 
  年  月  日   

北海道知事 様 

                        主たる事務所の所在地          

                        法人名                 

                        代表理事             ○印   

                        電話番号                

 

地域医療連携推進法人の代表理事の解職認可申請書 

 

代表理事を解職したいので、医療法第 70 条の 19 第１項の規定により、次のとおり申請しま

す。 

記 

１ 代表理事の住所及び氏名 

２ 解職の理由 

備考 正本１部、副本２部を提出すること。 


